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 陳情の趣旨 
滋賀県内各市町が実施する「軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業」において、現在、医師意

見書の作成が「滋賀医科大学医学部附属病院」または「滋賀県立小児保健医療センター」の指定医に限
定されている現状は、保護者および患児の地理的・時間的負担を増大させ、早期の補聴器装用と言語
習得の機会を阻害する要因となっている。 
本制度の趣旨である「聴覚障害を有する児童の早期発見・早期支援および言語発達支援」をより的

確に実現するため、一般の耳鼻咽喉科診療所（保険医療機関）に勤務する医師も、所定の研修および基
準を満たすことで、医師意見書を作成できるよう、制度運用の拡大を強く要望する。 
 
陳情の理由 
１．早期支援の重要性  

軽度・中等度難聴児においては、早期の補聴器装用が言語習得および認知発達に極めて重要であ
ることは、国内外のエビデンスにより明確に示されている。 

２．現状の課題 
  現在、滋賀県内の市町村が助成事業を実施しているが、いずれも「滋賀医科大学医学部附属病院」
または「滋賀県立小児保健医療センター」の医師による意見書が必要とされている。県内全域に居
住する保護者にとって、これらの特定施設への通院は地理的・時間的・経済的負担が大きく、実質的
な制度利用の障壁となっている。 

３．一般診療所医師の対応可能性 
 難聴の診断および補聴器適応判断は、日常診療において耳鼻咽喉科医師が実施している業務であ
り、また、日本耳鼻咽喉科学会認定の耳鼻咽喉科専門医であれば、適切な聴力検査および臨床評価
に基づき、客観的な意見書作成は十分に可能である。 

４．他自治体の事例との整合性 
  他県では、「指定医師」としての要件を「難聴の診断および補聴器装用の必要性を判断できる医
師」とし、特定の施設に限定していない事例が多数見られる。滋賀県においても、公平かつアクセス
しやすい制度設計が求められる。 

５．制度趣旨の最大化 
 本制度の目的は「難聴児の早期支援」であり、そのためには「いかに多くの対象児童が円滑に制度
を利用できるか」が重要である。指定医の拡大は、制度の利用率向上、早期装用率の向上、ひいては
長期的な児童のＱＯＬ向上および社会参加の促進に寄与する。 

 
陳情事項 
 滋賀県および県内全市町に対して、軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業における「医師意
見書作成指定医」の要件を、現行の「滋賀医科大学医学部附属病院および滋賀県立小児保健医療セン
ターの医師」から、「難聴の診断および補聴器装用の必要性を判断できる日本耳鼻咽喉科学会認定の
耳鼻咽喉科専門医」へ拡大するよう、制度運用の見直しを陳情する。 
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